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（１）宇宙開発利用部会設置からこれまでの経緯

宇宙基本計画の変遷 宇宙開発利用部会

2019年9月26日
次期宇宙基本計画、科学技術基本計画に向けた
宇宙開発利用部会の考え方について

• 宇宙政策の目標の考え方として、宇宙が安全保
障上の重要分野、成長産業、科学技術全体の
基盤となることを盛り込むべきことを整理

• 宇宙技術基盤発展の考え方として、宇宙に地上
の先端的技術を活用すること、宇宙が地上の技
術の起爆剤になりうることを整理

2012年12月18日
文部科学省における宇宙分野の推進方策について

• 宇宙を「知る」（科学・探査）、「支える」（技
術基盤・人材）に取組むことで、「使う」（実利
用）に貢献する方向性を明確化

• 宇宙科学、宇宙探査、輸送技術、宇宙環境
利用技術、地球観測等について、文部科学省
及びJAXAが今後5～10年で取り組む具体的
な推進方策を明確化

2012年3月30日 部会設置

2008年8月27日 宇宙基本法 施行

2009年 6月 2日 宇宙基本計画 本部決定
・研究開発重視から利用重視へ
・開発利用計画の策定

2013年1月25日 宇宙基本計画(第2次) 本部決定
・JAXAを中核的な実施機関に位置づけ
・産業振興が主要な柱に

(2015年 1月 9日 宇宙基本計画(第3次) 本部決定)

2016年 4月 1日 宇宙基本計画(第3次) 閣議決定
・安全保障の強化
・工程表の策定（産業界の予見可能性）

2020年6月30日 宇宙基本計画(第4次) 閣議決定
・自立した宇宙利用大国
・アルテミス計画への参画

2023年6月13日 宇宙基本計画(第5次) 閣議決定
・宇宙安全保障の抜本強化
・国内市場規模目標（4兆円→8兆円）
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（１）宇宙開発利用部会設置からこれまでの経緯

これまでの審議まとめ一覧

2020年11月17日
月周回有人拠点（ゲートウェイ）の利用の基本的な考え方について

2021年2月9日
ISSを含む地球低軌道活動の在り方に関する中間とりまとめについて

2022年11月18日
「ISSを含む地球低軌道活動の在り方について」（提言）

2023年4月28日
「今後の我が国の地球低軌道活動及び国際宇宙探査の在り方
（中間とりまとめ）」

2024年7月23日
月面探査における当面の取組と進め方について

2025年8月22日
ポストISS時代を見据えた我が国の地球低軌道活動の在り方について

2020年9月17日
我が国の有人宇宙探査に関する考え方について

2020年5月19日
革新的将来宇宙輸送システム実現に向けた我が国
の取組強化に向けて

2019年9月26日
次期宇宙基本計画、科学技術基本計画に向けた
宇宙開発利用部会の考え方について

注）以下に関する事項は記載していない
・JAXAプロジェクトの評価に関する審議
・ISS等の安全確認に関する審議

2023年7月24日
次期光学ミッションの方向性について

2019年8月27日
国際協力による月探査計画への参画に向けた方針について

2015年7月2日
国際宇宙ステーション・国際宇宙探査小委員会の第2次とりまとめ
について

2012年12月13日
文部科学省における宇宙分野の推進方策について

【国際宇宙ステーション（ISS）・国際宇宙探査】【総論】

【宇宙輸送】

【地球観測衛星】
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（１）宇宙開発利用部会設置からこれまでの経緯

◆ 2023年7月24日に部会がとりまとめた「次期光学ミッションの方向性について」を踏まえ、JAXAにおいて
関連プロジェクトを推進するとともに、宇宙戦略基金(第１期)において、「高分解能・高頻度な光学衛星
観測システム」を推進
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2021 2040 頃

要
素
技
術
開
発

2026 頃 2030 頃

開発・実証

革新的推進・材料等

●基幹ロケット発展型
宇宙輸送システム

革新的推進、熱防御技術/完全再使用化技術等

民間の事業体制構築※

官

部品の共通化等
による量産効果等

要素技術の特定
について協議

20232022

●アンカーテナンシーとして一定の打上げ
枠買取り等の方策を検討（官）

＜国主導による技術開発＞

※打上げコスト目標：
H3ロケットの1/2程度

※打上げコスト目標
H3ロケットの1/10以下

実証技術提供

初号機
打ち上げ

※打上げコスト目標
H3ロケットの1/10程度

※宇宙輸送事業を民間で進めていくため、
民間企業等による協議会発足の動きがある。

高頻度往還飛行型を含めた要素技術開発に着手

段階的事業化構築

民間事業者のビジネスモデルとして何段階
かの事業化の可能性がある。

＜国による飛行実証支援＞

実用化
＜民間主導による開発・実証＞●高頻度往還飛行型

宇宙輸送システム

性能向上/
低コストの実現

往還飛行システム
の実現（高頻度
旅客対応含）

H-IIAロケット
H3ロケット

革新的将来宇宙輸送システムロードマップ（2022年7月）

（１）宇宙開発利用部会設置からこれまでの経緯

◆ 2020年5月19日に部会がとりまとめた「革新的将来宇宙輸送システム実現に向けた我が国の取組強化に
向けて」を踏まえ、2022年7月に文部科学省として「ロードマップ」を策定

◆ JAXAにおいて関連プロジェクトを開始するとともに、民間事業者の取組を支援するため、2022年度補正
予算により、SBIRフェーズ３基金事業（テーマ:民間ロケットの開発・実証）を開始

革新的将来宇宙輸送システム実現に向けたロードマップ検討会
（2020年11月～2022年7月）

H3ロケット後や国際動向を見据え、抜本的な低コスト化を図る革新
的将来宇宙輸送システム実現に向けたロードマップについて検討を行
うため、2020年11月から2022年6月まで、有識者によるロードマップ
検討会を17回開催。 6



（１）宇宙開発利用部会設置からこれまでの経緯

◆ 2025年8月22日に部会がとりまとめた「ポストISS時代を見据えた我が国の地球低軌道活動の在り方
について」を踏まえ、JAXAにおいて関連プロジェクトを推進するとともに、宇宙戦略基金において関連する
取組への支援を実施中

今後の地球低軌道活動の展望のための視点

《持続性・自立性確保のための科学技術・人的基盤としてのJAXA》

• 2030年以降のポストISS時代において、民間事業者が商業宇宙ステーションを管理し、その利用サービスが社会に提供され
ることを想定し、我が国の宇宙機関としてのJAXAが地球低軌道活動に一定程度の関与を持続していくことが重要。

• 持続性・自律性確保の観点から、JAXAが企業・大学等とともに自らがプレーヤーとなって、将来にわたって適切に継承、
発展させる取り組みを行っていくことが必要。

• 具体的には、地球低軌道へのアクセス技術（物資補給・輸送）、有人宇宙滞在技術（搭乗員支援、環境制御・生命
維持装置）、宇宙環境利用技術（科学実験、宇宙での技術実証）など。

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031

ISSの運用：2030年まで CLDへの移行期間

（第3フェーズにて1社以上選定予定、スケジュールは未定）

CLD 第1フェーズ

2社以上を選定予定
（2026年4月頃）

第2フェーズ（設計＋初期の有人宇宙実証）

第3フェーズ（認証＋サービス調達）

NASAによるCLD選定プロセス
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（１）宇宙開発利用部会設置からこれまでの経緯

◆ 2024年7月23日に部会がとりまとめた報告書「月面探査における当面の取組と進め方について」を踏まえ、
JAXAにおいて宇宙科学・探査プロジェクトを推進するとともに、宇宙戦略基金(第2期)において、「月面インフラ
構築に資する要素技術」及び「月極域における高精度着陸技術」を推進。
※2025年4月以降、国際宇宙ステーション・国際宇宙探査小委員会等にて内容のフォローアップ中 

◆ JAXAにおいては、2025年11月17日に「日本の国際宇宙探査シナリオ案2025」を公開
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事前評価 中間評価 事後評価 合計

評価件数（延べ） ２０件 １９件 ２４件 ６３件

プロジェクト数 ４２プロジェクト

プロジェクト名 事前評価 中間評価 事後評価

温室効果ガス観測技術衛星
２号（GOSAT-2）

2014/7/23（第16回） 2024/2/26（第83回）

開発費：404億円 開発費：399億円
KhalifSatとの相乗り打上げとなっ
たことにより打上げ費５億円減。

小型月着陸実証機（SLIM） 2016/7/14（第29回） 2018/8/2（第43回） 2024/12/25（第93回）

開発費：180億円
打上げ時期：平成31年度
イプシロンにキックステージを付加し
ての打上げ

開発費：148億円
打上げ時期：令和３年度
信頼性向上に伴う質量増※１）や
プロジェクト全体の効率化検討を
踏まえ、H-IIAによるXRISMとの
相乗り打上げに計画変更。

開発費：149億円
令和６年度
推進系トラブル※2)があったが高精
度着陸を達成。計画外の３回の
越夜も実施。

強化型イプシロンロケット 2014/10/30（第18回） 2019/5/30（第48回）

ペイロード要求
(ERG,ASNARO2) に対応した
能力向上を開発目標とする。
開発期間：FY2014-FY2015

ERG（2号機）、ASNARO2
（3号機）をそれぞれ計画年度
内に打上げ実施。衛星搭載環境、
運用性も要求を満足。

具体例

JAXAプロジェクト評価実績の概要（2012-2025）

※1) 第26号科学衛星（ASTRO-H、ひとみ）の運用異常を踏まえた「より確実な開発」に対応するため、着陸脚の強度マージン増、電力マージンの見直し、等を実施。機体質量
増に加え搭載推薬量も増えたため、約60kgの質量増となった。

※2) 着陸時に2機のメインエンジンのうち1機のノズルが破損し、推力が大幅に低下した。

（１）宇宙開発利用部会設置からこれまでの経緯
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輸送系 有人・その他 探査系 衛星系 ※）宇宙開発利用部会で取り扱ったものに限る

（１）宇宙開発利用部会設置からこれまでの経緯

◆ 「宇宙開発利用部会における研究開発課題等の評価の進め方について」に基づき、「JAXA が実施する宇宙
に関する研究開発プロジェクトで、文部科学省が予算措置するもののうち、文部科学省が重要と判断するもの、
予想される開発費(打上費用を含む)が概ね 200 億円を超えるもの」を評価対象とする。
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プロジェクト※）の実施期間

※）宇宙開発利用部会で取り扱ったものに限る

（１）宇宙開発利用部会設置からこれまでの経緯
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プロジェクト名 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

1 GPM/DPR

2 GCOM-W

3 GCOM-C

4 GOSAT（いぶき）

5 GOSAT-2（いぶき2号）

6 GOSAT-GW（いおぶきGW）

7 ALOS-2（だいち2号）

8 先進光学衛星（ALOS-3）

9 先進レーダ衛星（ALOS-4）

10 WINDS（きずな）

11 SLATS（つばめ）

12 EarthCARE（はくりゅう）

13 PMM

14 ETS-VIII（きく8号）

15 ETS-IX

16 準天頂衛星システム

17 光データ中継システム（JDRS）

18 ASTRO-F（あかり）

19 ASTRO-H（ひとみ）

20 PLANET-C（あかつき）

21 惑星分光観測衛星「SPRINT-A」（ひさき）

22 ERG（あらせ）

23 MMX

24 DESTINY＋

25 XRISM

26 SLIM

27 SLS搭載超小型探査機プロジェクト（OMOTENASHI・EQUULEUS）

28 はやぶさ２

29 GEOTAIL

30 SOLAR-C

31 SSAシステム

32 LUPEX

33 GATEWAY居住棟

34 商業デブリ除去実証（CRD2）

35 HTV-X

36 イプシロン（試験機）

37 イプシロン（強化型）

38 イプシロン（シナジー開発）

39 H-IIAロケット高度化

40 H-IIBロケット

41 新型基幹ロケット（H3）

42 CALLISTO
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(Defense)
(Civil)

Commercial【民需】

2009 2039

$135B
($62B)

($73B)

Government【官需】

2024

$155B

$62B
($26B)

($35B)

出典：Novaspace, Space Economy Report 11th Edition, January 2025
Novaspace, Government Space Programs, 24th Edition, December 2024

$596B

（89兆円）

$1.2T

(186兆円)

国内市場：４兆円
（2020）

８兆円
（2030年代早期）

（出典：宇宙基本計画）

政府投資規模

宇宙関連市場
(Global)

1ドル＝150円換算

2030年代後半：宇宙空間での
輸送ネットワークの構築、
有人輸送・宇宙旅行の実用化
（出典：宇宙輸送の技術ロードマップ）

$68B
($36B)

($32B)

(出典: Euroconsult)

$262B

（24兆円）

CAGR 5%仮定
(15年で2倍)

(出典: Space Foundation)

1ドル＝90円換算

CAGR 1%仮定
(15年で1.2倍)

$157B

1ドル＝150円換算

宇宙市場(コア)

（２）拡大する宇宙開発利用

◆ 宇宙分野の市場規模・政府投資規模は直近の15年間で倍増

宇宙関連市場  $262B (2009) ⇒ $596B (2024)

政府投資規模  $68B (2009) ⇒ $135B (2024)

12



（２）拡大する宇宙開発利用

出典：Novaspace, Government Space Programs, 24th Edition, December 2024

日本の政府投資規模
世界第３位
（シェア５％）

◆ 各国の宇宙関係の政府投資は拡大しており、特に米中が牽引

グローバル 政府投資規模 $135B (2024)

             うち 米国 $80B (シェア60%)、 中国$20B（シェア15％）

◆ 我が国は、宇宙戦略基金等の寄与により、世界第3位（シェア５%）
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出典：ESA Report on the Space Economy 2025出典：Novaspace, Space Economy Report 11th Edition, January 2025

「宇宙関連市場」の内訳（Global）
政府投資の内訳 (Global)

「宇宙産業」市場規模（コア）

「宇宙周辺産業」市場規模
（主にPNTデバイス・サービス関連）

（２）拡大する宇宙開発利用

◆ 宇宙関連市場の内訳としては、宇宙技術を利用した新しいビジネスやサービスが成長を牽引

Novaspace社は、特にPNTデバイス・サービス関連を今後の成長ドライバーと分析

◆ 政府投資の内訳としては、近年、安全保障分野の割合が拡大

14
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宇宙ソリューション

輸送
ロケット

通信 測位 観測

分野共通・基盤技術

軌道上
ｻｰﾋﾞｽ

科学・探査地球低軌道衛星

地上設備等

射場、
宇宙港等

産学官連携

衛星コンステレーションの構築に必要
な通信技術の実装支援

月・地球間通信
システム開発・実証FS

高精度衛星
編隊飛行技術

低軌道汎用実験
システム技術

衛星サプライチェーン
構築のための部品・

コンポーネント開発・実証

高出力レーザの宇宙適用に
よる革新的衛星ライダー技術

大気突入・空力減速に係る
低コスト要素技術

低軌道自律飛行型
モジュールシステム技術

国際競争力と自立・自在性を有する
物資補給システムに係る技術

将来輸送に向けた
地上系基盤技術

SX研究開発拠点

宇宙機の環境試験の課題解決

宇宙転用・新産業シーズ創出拠点

固体モータ主要材
料量産化のための
技術開発

宇宙輸送システム
の統合航法装置

の開発

高頻度打上げに資する
ロケット部品・コンポーネ

ント等の開発

スマート射場の
実現に向けた

基盤システム技術

衛星光通信の導入・活用拡大に向けた
端末間相互接続技術等の開発

高頻度物資回収
システム技術

衛星光通信の実装を見据えた衛星バ
ス及び光通信端末の開発及び製造に
関するフィージビリティスタディ

空間自在移動の
実現に向けた技術

国際競争力ある通信ペイロード
に関する技術の開発・実証

衛星通信と地上ネットワークの統合運
用の実現に向けた周波数共用技術等

の開発・実証

衛星データ利用システム
海外実証（FS）

地球環境衛星データ利用の
加速に向けた先端技術

船外利用
効率化技術

SX中核領域発展研究

有人宇宙輸送システムにお
ける安全確保の基盤技術

衛星光通信を活用した
データ中継サービスの実現に向けた開発・実証

次世代地球観測衛星に向けた
観測機能高度化技術

空間自在利用の実現
に向けた技術

革新的衛星ミッション
技術実証支援

月面インフラ構築
に資する要素技術

月極域における
高精度着陸技術

軌道上データセンター
構築技術

月面水資源探査技術

月測位システム技術

半永久電源システム

再生型燃料電池
システム

商業衛星
コンステレーション
構築加速化

高分解能・高頻度な
光学衛星観測システム

衛星量子暗号の
通信技術の開発・実証

高頻度打上げ
に資するロケット
製造プロセスの

刷新

宇宙輸送機の革新的
な軽量・高性能化及び
コスト低減技術

衛星データ利用システム
実装加速化

射場における高頻度打上げ
に資する汎用設備のあり方に
ついてのフィージビリティスタディ

：第二期：第一期

（２）拡大する宇宙開発利用

◆ 宇宙戦略基金の予算措置（R5補正3千億円、R6補正3千億円、R7補正2千億円）

◆ 文部科学省としては、これまで第1期で13テーマ・24件、第２期で７テーマ・21件(ほか６テーマ審査中)
の取組を支援(※2026年2月４日現在)。第2期においては「軌道上サービス」への支援を拡充

文部科学省による支援は黄色ハイライト
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（３）関連政策の直近の検討状況

◆ 科学技術・イノベーション基本計画

◆経済安全保障推進会議 （※経済安全保障法制に関する検討含む）

◆ 日本成長戦略会議（航空・宇宙WG）

2026年1月22日  航空・宇宙ワーキンググループ - 内閣府

（１） 航空・宇宙分野の論点について
（２） 官民連携での投資促進について 
（３） 討議

2025年12月19日 第11回基本計画専門調査会 - 総合科学技術・イノベーション会議 -
内閣府

〇 第７期「科学技術・イノベーション基本計画」 素案に向けて

2026年1月16日 経済安全保障推進法改正に関する 提言骨子の概要

提言骨子の概要①（サプライチェーン強靱化）
物資を必要な場所で使用するために不可欠な役務も十分に確保される必要。

専ら特定の物資の供給のために用いられる役務（光海底ケーブルの敷設役務、
人工衛星の打上げ役務等）を支援対象とすべき

16

https://www.cao.go.jp/keizai_anzen_hosho/kokuuchu/kokuuchu.html
https://www.cao.go.jp/keizai_anzen_hosho/kokuuchu/kokuuchu.html
https://www.cao.go.jp/keizai_anzen_hosho/kokuuchu/kokuuchu.html
https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kihon7/11kai/11kai.html
https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kihon7/11kai/11kai.html
https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kihon7/11kai/11kai.html
https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kihon7/11kai/11kai.html
https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kihon7/11kai/11kai.html
https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kihon7/11kai/11kai.html
https://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/kihon7/11kai/11kai.html
https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&ved=2ahUKEwjVhsSZiaSSAxWCZvUHHQ2dESgQFnoECB0QAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.cas.go.jp%2Fjp%2Fseisaku%2Fkeizai_anzen_hosyohousei%2Fr8_dai14%2Fteigenkosshi_gaiyo.pdf&usg=AOvVaw0bzI6dBN-t7hc15jhhRa88&opi=89978449
https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&ved=2ahUKEwjVhsSZiaSSAxWCZvUHHQ2dESgQFnoECB0QAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.cas.go.jp%2Fjp%2Fseisaku%2Fkeizai_anzen_hosyohousei%2Fr8_dai14%2Fteigenkosshi_gaiyo.pdf&usg=AOvVaw0bzI6dBN-t7hc15jhhRa88&opi=89978449


（３）関連政策の直近の検討状況

◆ 2026年度から開始される第７期「科学技術・イノベーション基本計画」取りまとめに向け議論が加速

◆ 「技術領域の戦略的重点化」の中で「国家戦略技術領域」として宇宙が位置付けられるとともに、「国家安
全保障との有機的連携」として、デュアルユース技術の研究開発の推進のため、大学や国研等における新
たな研究拠点形成や基礎研究支援の強化などが素案に盛り込まれている

17
出典：令和7年11月28日総合科学技術・イノベーション会議（第80回）資料1



（３）関連政策の直近の検討状況

◆ 「人工衛星」および「ロケットの一部」については、経済安全保障推進法の定める「特定重要物資」に指定

◆ また、「物資の供給のために用いられる役務」として、人工衛星の打上げ役務も対象とすることを検討中

18
出典：内閣府・サプライチェーン強靱化の取組（重要物資の安定的な供給の確保に関する制度に係るHPより



（３）関連政策の直近の検討状況

◆ 2026年1月より、航空・宇宙ワーキンググループにて、『官民投資ロードマップ』の策定に向けた議論を開始

19出典：令和8年1月22日航空・宇宙ワーキンググループ（第１回）資料４



（３）関連政策の直近の検討状況

◆ 航空・宇宙WGにおいても「JAXAの役割」について議論
＜検討の方向性＞
JAXAの先端技術開発、試験設備等のインフラ、人的資源等への成長投資・危機管理投資を通じて
JAXAの技術基盤、能力をさらに強靭化し、我が国の科学技術力、産業競争力、防衛・安全保障
への対応力等を抜本的に強化する必要がある

20

出典：令和8年1月22日航空・宇宙ワーキンググループ（第１回）資料５JAXAの役割を踏まえた課題

■基幹ロケット開発

■宇宙科学・探査

■衛星開発

■受託事業

■射場（種子島・内之浦）

■大型試験設備群

■新たなプラットフォーム機能

■宇宙戦略基金

■ポストISS

■スタートアップ支援

- 設備等の制約により年間8機(種子島6機
+内之浦2機)の打上げが限界

- 安全保障分野の打上げ需要の増大に対
応するための新たな射場管理の在り方の検
討が必要

- 民間・大学等の研究開発・技術力の強化
のための継続的・安定的な取組が不可欠

- 研究成果の事業化のための施策が必要

- JAXAミッションとの連携方策の検討

- JAXA技術を民間事業者へ継承した上で、
技術実証、科学研究等の利用サービスを
調達(アンカーテナンシー)

- 米国の政策に大きく依存

- ミッションの大型化と開発期間の長期化

- 月探査は米国の政策に大きく依存

- エコシステム構築のためには、JAXA技術基
盤からの持続的な技術シーズの創出が不
可欠

- 成長シナリオに応じた支援(補助金、投資、
融資等)の官民の適切な役割分担が必要

- H3F8打上げ失敗の原因究明と対策検討

- イプシロンS、H3ロケットの高度化

- 次期基幹ロケット開発に向けた取組の推進

- 宇宙分野の人的・技術的リソースは限られ
ているため、デュアルユース研究開発の新た
なプラットフォーム機能の検討が必要

- プラットフォーム機能の形成のためには、設
備整備、研究費を含む経費の補助が必要

- JAXA研究開発での利用を主目的に整備
しており、外部利用は限定的

- 官民共用を目的とした設備の整備及び技
術支援人材の確保が必要

- 「軌道上サービス」の実装を見据え、衛星開
発の新たな潮流の検討が必要

- リモセンは商業衛星コンステとの「コンビネーシ
ョン利用」を前提とした衛星開発が必要

- 従来の情報収集衛星に加えて、準天頂
衛星やSDA衛星など受託事業が拡大

JAXAの役割②
「技術基盤、人材、共通インフラ」

JAXAの役割③
民間宇宙活動の成長拡大

JAXAの役割①
宇宙基本計画実施の「中核機関」

• 宇宙基本計画に係る中核的な実施機関として幅広い業務に対応し、先端技術開発や唯一無
二の試験研究設備・人材リソースを維持・向上していく責任がある。



（３）関連政策の直近の検討状況

◆ 内閣府による「宇宙経済」規模(国内)の最新の試算

21
出典：令和8年1月21日内閣府宇宙政策委員会（第121回）資料４
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